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ユニバーサルデザイン（UD）の考え方に基づき、より
多くの人へ適切に情報を伝えられるよう配慮した見やす
いユニバーサルデザインフォントを採用しています。
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内　　容 担当部署 直通電話番号
ＦＡＸ番号

◦身体障害者手帳・愛の手帳の交付申請に
　関すること
◦自立支援医療（更生医療）の申請に関すること

障害者福祉課
相談係

5273-4518
3209-3441

◦ヘルパーや施設等の利用申請に関すること
◦�補装具・日常生活用具・住宅設備改善に

関すること
◦相談支援に関すること

障害者福祉課
支援係

5273-4583
3209-3441

◦サービスを利用したときの費用に関すること
◦医療機関にかかるときの費用に関すること
◦利用者負担の軽減措置に関すること

障害者福祉課
経理係

5273-4520
3209-3441

◦意思疎通支援事業に関すること
障害者福祉課
福祉推進係

5273-4516
3209-3441

◦区立障害者施設の管理・民間障害者施設等
への助成に関すること

障害者福祉課
事業指導係

5273-4253
3209-3441

◦自立支援医療（育成医療・精神通院医療）の
申請に関すること

◦精神に障害のある方の、
・手帳の交付申請に関すること
・ヘルパーや施設等の利用申請に関すること
・相談支援に関すること

牛込保健センター 3260-6231
3260-6223

四谷保健センター 3351-5161
3351-5166

東新宿保健センター 3200-1026
3200-1027

落合保健センター 3952-7161
3952-9943

編集・発行　新宿区福祉部障害者福祉課
東京都新宿区歌舞伎町1-4-1

電話03-5273-4583　FAX 03-3209-3441

 「障害者総合支援法に基づくサービス利用ガイド　第4版」

令和4・5年度版
令和4年10月発行

印刷物作成番号
2022-12-2910

この印刷物は、業者委託により3,000部印刷製本しています。その軽費として、1部あたり352円（税込み）が
かかっています。ただし、編集時の職員人件費や配送経費などは含んでいません。
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　障害のある方のための福祉サービスといっても、「どんな内容のものなの
か」、「どんな人が、どんなときに、どうやって使えるのか」、「手続きはどう
すればいいのか」などよくわからないという方もいると思います。
　この冊子は、障害のある方が、サービスを使うことで、住みなれた地域で、
安心して豊かな生活が送れるように、サービスの内容や使い方をわかりやす
くまとめたものです。障害のある方が、自分らしく暮らすために、サービス
をどう使ったらよいのかを考えるための冊子として、ご活用ください。もっ
とお知りになりたいときやお困りのときは、裏表紙の『問い合わせ先一覧』
をご覧いただき、お問い合わせください。

　なお、障害のある方が、よりよい日常生活を送っていただくために役立つ
情報をまとめた『障害者福祉の手引』と、区内の障害者福祉施設の所在地と
サービス内容についてまとめた『社会資源マップ』も発行しています。そち
らの冊子も併せてご活用ください。

この冊
さ っ

子
し

を上
じょう

手
ず

に使
つ か

っていただくために

身体障害者 知的障害者 精神障害者

障害児 難病患者等

※ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
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象
し ょ う

となる方
か た

裏表紙

この冊子を上手に使っていただくために

障害者総合支援法による給付等の対象となる方

障害のある方を対象とした福祉サービスのしくみ

さまざまな障害福祉サービス

自宅での生活を支援するサービス
外出を支援するサービス
昼間の活動を支援するサービス
一時的な支援を行うサービス
自立や就労を支援するサービス
住まいの場としてのサービス
障害福祉サービスと介護保険制度との関係について 
お子さんの発達を支援するサービス
相談の場としてのサービス
その他のサービス
補装具費の支給
日常生活用具の給付
住宅設備改善費の給付

サービス利用までの流れ

サービスを利用したときの費用

医療機関にかかるときの費用

問い合わせ先一覧

●身体障害者の方は、手帳の所持が必要です。
●知的障害者の方は、手帳の所持または診断書の提出が必要です。
● 精神障害者の方は、有効期間内の手帳または自立支援医療受給者証（精神通

院医療）の所持もしくは診断書、精神障害を事由とする年金証書、特別障害
給付金の証書のいずれかの提出が必要です。※『発達障害』も対象となります。

●障害児の方は、手帳の所持または診断書等の提出が必要です。
　利用するサービスによって異なりますので、詳しくはお問い合わせください。
●難病患者等の方は、 障害者総合支援法の対象疾病に罹患していることが分かる
　証明書（診断書など）の提出が必要です。
　利用するサービスによって異なりますので、詳しくはお問い合わせください。
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サービスのしくみ
　障害のある方に対する福祉サービスは、『障害者総合支援
法』に基づき、全国共通に実施する『自立支援給付』と、地
域特性に応じて柔軟に実施する『地域生活支援事業』に分け
られています。また、障害児に対しては、『児童福祉法』に基づくサービスも
あります。新宿区におけるサービスは、下図のようなしくみになっています。

障害のある方

児童福祉法
3

自
じ

宅
た く

での生
せ い

活
か つ

を支
し

援
え ん

するサービス
サービスの名称 内　容 給付の種類

居宅介護
身体介護、家事援助
通院等介助

自宅で、入浴や排せつ、食事などの介助や、部屋の掃
除や洗濯などの支援を行います。また、通院するとき
に付き添います。

自立支援給付
（介護給付）重度訪問介護

重度の障害があり常に介護が必要な方に対して、居宅
介護の支援に加えて、見守りや外出の支援も含めた、
長時間にわたる支援を行います。

重度障害者等
包括支援

介護の必要性が非常に高い方に対して、居宅介護など
の障害福祉サービスを包括的に組み合わせて支援を行
います。

さまざまな
障
し ょ う

害
が い

福
ふ く

祉
し

サービス
　障害のある方に対するサービスには、ヘルパーが自宅に訪問して介護を行
うサービスや、通所して利用するサービス、施設に入所して利用するサービ
スなど、様々なサービスがあります。利用するサービスにより対象となる方
や手続きの流れなどが異なります。

障害者総合支援法
地域生活支援事業

障害福祉サービス

障害児通所支援
相談支援

相 談 支 援

介護給付

日常生活用具

住宅設備改善

自立支援医療

補 装 具
訓練等給付

●居宅介護　●重度訪問介護 ●同行援護
●行動援護　●療養介護　●生活介護
●短期入所（ショートステイ）
●重度障害者等包括支援　●施設入所支援 

●特殊寝台　
●移動移乗支援用具
　など

●段差解消　
●扉の取替え
　など

●更生医療
●育成医療
●精神通院医療

●移動支援
●土曜ケアサポート
●障害児等タイムケア
●地域活動支援センター
　など

●車いす
●補聴器
　など

●就労移行支援
● 自立訓練（機能訓練・生活訓練・宿泊型

自立訓練）
●就労継続支援（A型・B型）
●共同生活援助（グループホーム）
●就労定着支援　●自立生活援助

詳しくは
P4〜8へ

詳しくは
P5、6、
8〜10へ

詳しくは
P11へ

詳しくは
P9へ

詳しくは
P21へ

詳しくは
P12へ

●児童発達支援　●医療型児童発達支援　●放課後等デイサービス
●居宅訪問型児童発達支援　●保育所等訪問支援

詳しくは
P10へ

詳しくは
P10へ

自立支援給付

（ ）

●地域移行支援
●地域定着支援
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うサービス

さまざまな障害福祉サービス

サービスの名称 内　容 給付の種類

同行援護

視覚障害により移動に支援が必要な方に対して、外出
に同行して、移動の支援や移動先での代筆・代読・代
行を行います。

自立支援給付
（介護給付）

行動援護

知的障害や精神障害により行動が困難で、常時介護が
必要な方に対して、行動するときに必要な介助や外出
時の移動の支援を行います。

移動支援

屋外での移動に支援が必要な方に対して、円滑に外出
することができるよう、移動の支援を行います。

地域生活
支援事業

サービスの名称 内　容 給付の種類

生活介護
常に介護を必要とする方に対して、施設で、入浴や排
せつ、食事の介護などを行うとともに、創作的活動・
生産活動の機会を提供します。

自立支援給付
（介護給付）

地域活動支援
センター

創作的活動または生産活動の機会の提供や、社会との
交流等を行います。

地域生活
支援事業

土曜ケア
サポート

生活介護の支給を受けている方を対象に、土曜日の日
中に、施設での活動の場を提供します。

（施設入所支援の支給決定者を除く）

サービスの名称 内　容 給付の種類

短期入所
（ショートステイ）

自宅で介護を行う方が病気などの場合や休息を必要と
する場合等に、短期間施設に宿泊し、食事や入浴など
の介助を行います。

自立支援給付
（介護給付）

日中
ショート

介護を行う方の都合等で一時的に見守りなどが必要な
方に対し、日中、入浴や食事などの介助を行います。

地域生活
支援事業
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さまざまな障害福祉サービス

サービスの名称 内　容 給付の種類

自立訓練
（機能訓練・
生活訓練）

地域で生活するために必要な、身体のリハビリ訓練や、
身の回りのことを自分でできるようになるための訓練
を行います。

自立支援給付
（訓練等給付）

就労移行支援

一般企業等で働くことを希望する方に対して、一定期
間、就労に必要な訓練や相談支援を行います。

就労継続支援
（A型・B型）

一般企業等で働くことが難しい方が、支援を受けなが
ら働く場です。就労に必要な知識や能力向上のための
訓練も行います。

就労定着支援
生活介護、自立訓練、就労移行支援または就労継続支
援を利用して、一般就労した方が継続して就労できる
よう相談支援を行います。

自立生活援助
単身等で居宅生活を送る方が、地域でも生活を継続で
きるよう、定期的に訪問する等して日常生活の相談支
援を行います。

サービスの名称 内　容 給付の種類

施設入所支援 自宅での生活が難しい方に対して、入所して生活する
施設で、入浴や排せつ、食事の介護などを行います。

自立支援給付
（介護給付）

療養介護
医療と常時介護を必要とする方に対して、医療機関に
入所する等して、機能訓練、療養上の管理、看護、介
護、日常生活の支援を行います。

共同生活援助
（グループホーム）

共同生活を行う住居で、入浴や排せつ、食事の介護や
日常生活上の支援を行います。
居室は原則個室です。 自立支援給付

（訓練等給付）

宿泊型自立訓練 地域での生活を目指す方に対して、住居を提供して、
家事等の日常生活の訓練や相談支援を行います。

福祉ホーム 住居を必要としている方に対して、住居等を提供する
とともに、日常生活に必要な支援を行います。

地域生活
支援事業

障
し ょ う

害
が い

福
ふ く

祉
し

サービスと介
か い

護
ご

保
ほ

険
け ん

制
せ い

度
ど

との関
か ん

係
け い

について
　サービスの内容や機能について、障害福祉サービス（自立支援給付）に相当する介護保険サー
ビスがある場合、原則として、介護保険サービスの利用が優先されます。65歳以上の方、特定
疾病該当者で40歳以上65歳未満の方で生活保護受給者以外の方については、介護保険対象者
となりますので、介護保険サービスの利用が優先になります。
　ただし、介護保険に相当するものがない障害福祉サービス固有のものと認められるもの（同
行援護、行動援護、重度訪問介護、自立訓練（生活訓練）、就労継続支援等）については、状
況に応じて利用することができます。また、介護保険サービスの利用が優先されるサー
ビスについて、介護保険のケアプラン上において適当と認める支給量が、介護保険サー
ビスのみによって確保することができないものと認められる場合は、介護保険サービ
スに上乗せして、障害福祉サービスの支給を受けることができます。
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サービスの名称 内　容 給付の種類

児童発達支援 障害のあるお子さんに対して、日常生活における基本
的な動作の指導や集団生活への適応訓練を行います。

障害児
通所支援

医療型
児童発達支援

上肢・下肢または体幹の機能に障害のあるお子さんに
対して、児童発達支援および治療を行います。

居宅訪問型
児童発達支援

外出することが著しく困難なお子さんに対して、ご自
宅で児童発達支援を行います。

保育所等
訪問支援

保育所等に通う障害のあるお子さんに対して、その施
設を訪問し、集団生活への適応のための専門的な支援
などを行います。

放課後等
デイサービス

就学中の障害のあるお子さんに対して、放課後や夏休
み等の長期休暇時に、生活能力向上のために必要な訓
練や社会との交流促進などを行います。

障害児等
タイムケア

就学中の障害のあるお子さんに対して、放課後や夏休
み等の長期休暇時に、日中活動の場を提供します。

地域生活
支援事業

サービスの名称 内　容 給付の種類

成年後見制度
利用支援

身寄りがない、親族が申立てを行うことができない等
の理由で成年後見制度を利用することができない障害
のある方に対して、親族に代わって区長が審判請求を
行います。また、後見人等の報酬費用等を負担するこ
とが困難な方への助成を行います。

地域生活
支援事業

意思疎通
支援事業

身体障害者手帳を持つ聴覚・音声・言語機能障害者の
方に対して、地域生活の円滑化と社会参加の向上を目
的に、手話通訳者または要約筆記者を派遣します。

サービスの名称 内　容 給付の種類

基本相談支援
相談支援

相談に応じ、必要な情報の提供や、社会資源の活用等
について助言や支援等を行います。

相談支援
（基本相談支援）
地域生活支援事業

地域移行支援

施設や精神科病院等から退所・退院する方に対して、
地域での生活が円滑に始められるよう、入所・入院中
から、住まいの確保や体験宿泊など、新しい生活への
準備等の支援を行います。 相談支援

（地域相談支援）

地域定着支援
単身等で居宅生活を送る方が、地域での生活を継続で
きるよう、常に連絡がとれる体制を確保し、緊急時に
必要な支援を行います。

サービス利用支援
障害児支援利用援助

希望する生活の実現や一人ひとりに合ったサービスの
利用ができるよう、サービス等利用計画・障害児支援
利用計画を作成します。 相談支援

（計画相談支援）
障害児相談支援継続サービス利用支援

継続障害児支援
利用援助

計画通りにサービス等の利用ができているか、一定期
間ごとに見直し（モニタリング）を行います。

さまざまな障害福祉サービス

※ �18 歳未満の障害のあるお子さんの施設入所サービスについては、専門的な判断を行う必
要があるため、東京都児童相談センターが相談窓口となります。
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さまざまな障害福祉サービス

補
ほ

装
そ う

具
ぐ

費
ひ

の支
し

給
き ゅ う

日
に ち

常
じ ょ う

生
せ い

活
か つ

用
よ う

具
ぐ

の給
き ゅ う

付
ふ

住
じ ゅ う

宅
た く

設
せ つ

備
び

改
か い

善
ぜ ん

費
ひ

の給
き ゅ う

付
ふ

自立支援給付 地域生活支援事業

地域生活支援事業

　『補装具』とは、身体に障害のある方、または難病等により同等の症状がある方の身
体機能の代わりや身体機能を補うもので、身体に合うようにつくられ、長期間継続し
て使用する必要がある装具等のことです。
　事前の申請により必要性が認められると、補装具の購入費・借受け費、または修理
費が支給されます。申請の際には、判定もしくは医師の意見書が必要な場合があります。
支給の決定の後に、業者に製作・修理に取りかかってもらいます。
　利用者負担は、所得に応じた上限額が決められています。詳しくは19、20ページを
ご覧ください。

　『日常生活用具』とは、障害のある方が日常生活を送る上で困難となっていることを
改善し、自立を支援し、かつ、社会参加を促進すると認められる機器のことです。
　事前の申請により必要性が認められると、日常生活用具が給付されます。申請の際
には、医師の診断書が必要な場合があります。給付の決定の後に、業者から日常生活
用具が納品されます。
　利用者負担は、所得に応じた上限額が決められています。詳しくは19、20ページを
ご覧ください。

　『住宅設備改善』とは、重度の障害のある方が、現在お住まいの住宅で生活を送る上
での住宅上の困難となっていることを改善する制度です。
　事前の申請により必要性が認められると、住宅設備改善費が給付されます。給付の
決定の後に、工事を開始できます。
　利用者負担は、所得に応じた上限額が決められています。詳しくは19、20 ページ
をご覧ください。

対
た い

象
し ょ う

となる補
ほ
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じ ょ う
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せ い

活
か つ

用
よ う

具
ぐ

障害種別 補装具の種目

視覚障害
視覚障害者安全つえ、
義眼、眼鏡

聴覚障害
補聴器

肢体不自由

義手・義足、座位保持装置、車いす、電動車いす、上肢装具、下肢装
具、体幹装具、靴型装具、歩行器、歩行補助つえ、重度障害者用意思
伝達装置

肢体不自由
（18歳未満） 座位保持いす、起立保持具、頭部保持具、排便補助具

内部障害 車いす、電動車いす、歩行補助つえ

※介護保険の被保険者の方（65歳以上の方、40～ 64歳で特定疾病該当者の方）は、原則として介護保険サービスの利
用が優先になります。介護保険サービスと共通する種目については、介護保険サービスによる貸与を受けてください。

※品目・対象者・基準額など詳しくは別冊子『障害者福祉の手引』をご覧ください。

特殊寝台 入浴補助用具 移動支援用具（手すり） 情報通信支援用具
（アプリケーションソフト）

フラッシュベル 拡大読書器 視覚障害者用時計 ストマ装具

※品目・対象者・基準額・耐用年数など詳しくは別冊子『障害者福祉の手引』をご覧ください。
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相
そ う

談
だ ん

申
し ん

請
せ い

　障害者福祉課・保健センター（裏表紙『問い合わせ先』担当部
署）に相談します。相談の結果、サービスが必要な場合は、新宿
区に申請します。電話や FAX で相談することもできます。

　申請書に必要事項を記入・捺印して新宿区に提出します。申請
のときに必要なその他の書類については、お問い合わせください。
　利用希望者が 18 歳未満の場合は保護者が、18 歳以上の場合
は本人が申請者になります。

●どんなことを相談するの？

サービス利
り

用
よ う

までの流
な が

れ
　申請からサービス利用までの流れを説明します。みなさんに必要なサービ
スを提供できるよう、新宿区や事業所がお手伝いします。申請から利用開始
までは１か月程度かかります。
　なお、地域生活支援事業や障害児通所支援を利用するときのサービス利用
までの流れは別冊子『障害者福祉の手引』をご覧ください。また、補装具費
の支給および日常生活用具・住宅設備改善費の給付の申請方法については、
障害者福祉課支援係にお問い合わせください。

1

2

・どんな人が対象になるのか
・どんなサービスがあるのか
・どんなときに利用できるのか

・どんな施設があるのか
・費用はどのくらいかかるのか
・サービスを利用できる空きはあるのか

▶申請書の記入例は次頁をご覧ください。

1 相談

5 審査・
判定★

8 利用
契約

3 聞き取り

6 支給決定

9 サービス
利用開始

4 サービス等
利用計画（案）
の作成※

7 サービス等
利用計画の
作成※

モニタリング※

更新申請
（必要時）

2 申請 （障害支援区分調査★）

★訓練等給付は行いません。

※セルフプランを作成した場合は行いません。
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聞
き
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り（障害支援区分調査）

サービス等
と う

利
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け い

画
か く

（案
あ ん

）の作
さ く

成
せ い

　申請すると、障害者福祉課・保健センターの職員により、利用
希望者の生活や障害の状況についての聞き取りが行われます。
　申請するサービスの内容によって、障害支援区分調査を行いま
す。また、障害者福祉課から主治医へ意見書を依頼します。

　利用希望者は、『サービス等利用計画（案）』を作成してもらう
ために、指定特定相談支援事業所と契約をします。
　契約を行った事業所が、利用希望者の課題や、利用意向を聞き
取り、『サービス等利用計画（案）』を作成します。
　指定特定相談支援事業所に作成してもらわずに、セルフプラン
を提出することもできます。

3

4

●指定特定相談支援事業所とは？
　障害福祉サービスを利用する方に対して、サービス等利用計画の作成や、サービス
提供事業所と連携をとって、計画したとおりにサービスが利用できるように支援を行う
事業所のことです。市区町村が指定を行います。計画の作成は専門の職員（相談支援
専門員）が行います。

●サービス等利用計画とは？
　サービスを利用する方が、生活する上で必要なサービスを上手に活用し、生活の質
をさらに向上させるためにつくる計画です。一定期間ごとに計画の見直し （モニタリン
グ）を行います。

●セルフプランとは？
　本人や家族・支援者等の身近な方が、相談支援専門員が作成するサービス等利用計
画に代えて作成する計画です。サービス利用後のモニタリングは必要ありません。

申請するサー
ビスに□を入
れます。

申請書を記入
した日付を書
きます。

個人番号を書
きます。

日中連絡がと
れる電話番号
を書きます。
携帯電話でも
結構です。

利用される方
が18歳未満の
場合は保護者
の、18歳以上
の場合は本人
の氏名を書き
ます。
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サービス等
と う

利
り

用
よ う
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け い

画
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の作
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7

　サービスを利用する事業所を選択して、サービス利用に関する
契約を結びます。
　事業所が分からない場合などは、指定特定相談支援事業所また
は障害者福祉課・保健センターに相談してください。

　受給者証を提示してサービスを利用します。
　指定特定相談支援事業所が計画を作成した場合は、
一定期間ごとにモニタリング（サービス等利用計画の見
直し）が行われます。

8

9

利
り

用
よ う

契
け い

約
や く

サービス利
り

用
よ う

開
か い

始
し

サービス利用までの流れ

支
し

給
き ゅ う

決
け っ

定
て い

6

●障害福祉サービス受給者証とは？
　支給量等、サービスを利用するのに必要な情報が記載されたもので、サービスを受け

るにあたってサービス提供事業所に提示する必要があります。サービスの支給が決定さ

れると交付されます。

　地域生活支援事業、障害児通所支援サービスは、別の受給者証があります。

　　で作成してもらった『サービス等利用計画（案）』や 　の結果
をもとに、サービスの支給量などが決められて、障害福祉サービ
ス受給者証が交付されます。

4 5

　　で支給が決定されると、指定特定相談支援事業所は、サービ
ス担当者会議を開き、サービス提供事業者等と連絡調整を行い、
実際に利用する『サービス等利用計画』を作成します。
　セルフプランを作成した場合は行いません。

6

審
し ん

査
さ

・判
は ん

定
て い

5 　　の聞
き

き取
と

りの結
け っ

果
か

と医
い

師
し

の意
い

見
け ん

書
し ょ

をもとに、審
し ん

査
さ

会
か い

で審
し ん

査
さ

・
判
は ん

定
て い

が行
おこな

われ、どのくらいの支
し

援
え ん

が必
ひ つ

要
よ う

な状
じょう

態
た い

か（障
しょう

害
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支
し

援
え ん

区
く

分
ぶ ん

）
が決

き

められます。サービスによっては障
しょう

害
が い

支
し

援
え ん

区
く

分
ぶ ん

の判
は ん

定
て い

が必
ひ つ

要
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でない場
ば

合
あ い

もあります。

3

●障害支援区分とは？
　障害特性や心身の状態等に応じて必要とされる支援・介助の度合いを示すもので、

聞き取りを受け、非該当もしくは１～６までの区分が認定されます。区分６が支援の度

合いが最も高い状態であることを表します。



2019

サービスを利
り

用
よ う
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よ う

　サービスを利用した場合は、利用者負担を支払います。利用者負担は、所
得（負担能力）に応じて負担上限月額が設定され、ひと月に利用したサービ
ス量にかかわらず、それ以上の負担は生じません。
※ 新宿区では、障害者総合支援法に基づく自己負担割合の軽減措置として、住民税課税世帯に対し、一部の

サービスを除き、利用者負担率を 10％から３％に軽減しています（令和 6 年（2024 年）３月まで）。詳
しくは別冊子『障害者福祉の手引』をご覧ください。

利
り

用
よ う

者
し ゃ

負
ふ

担
た ん

額
が く

の上
じ ょ う

限
げ ん

■障害者の利用者負担

〈所得を判断する際の世帯範囲〉

■障害児の利用者負担

区　分 世帯の収入状況 負担上限額（月額）

生活保護 生活保護世帯 0 円

低 所 得 住民税が非課税世帯 0 円

一 般 ① 住民税課税世帯で、世帯の住民税所得割額の合計が 16 万円未満
●入所施設利用者（20 歳以上）およびグループホーム利用者を除く

9,300 円

一 般 ② 上記以外 37,200 円

区　分 世帯の収入状況 負担上限額（月額）

生活保護 生活保護世帯 0 円

低 所 得 住民税が非課税世帯 0 円

一　般 住民税が課税世帯 37,200 円

区　分 世帯の収入状況 負担上限額（月額）

生活保護 生活保護世帯 0 円

低 所 得 世帯員のいずれも住民税が非課税 0 円

一　　般 世帯員のいずれかの住民税が課税 37,200 円

種　別 世帯範囲

18歳以上の障害者（施設に入所する18、19 歳を除く） 障害者本人とその配偶者

障害児（施設に入所する18、19 歳を含む） 保護者の属する住民基本台帳での世帯

●『障害福祉サービス』および『地域生活支援事業』（日常生活用具を除く）

●『障害福祉サービス』および『地域生活支援事業』（日常生活用具を除く）および『障害児通所支援』

●『補装具』および『日常生活用具』

●『補装具』および『日常生活用具』

区　分 世帯の収入状況 負担上限額（月額）

生活保護 生活保護世帯 0 円

低 所 得 住民税が非課税世帯 0 円

一 般 ①
住民税課税世帯で、世帯の住民税
所得割額の合計が 28 万円未満

通所施設、居宅介護利用
の場合

4,600 円

入所施設利用の場合（20歳未
満の入所施設利用者を含む）

9,300 円

一 般 ② 上記以外 37,200 円

　このほかにも、入所施設利用者の食費軽減や生活保護移行防止などの軽減措置等があります。
　また、住民税課税世帯で、障害福祉サービスを利用する方が複数いる場合、介護保険サービ
スを併せて利用している場合、補装具の支給決定を受けている場合は、月の利用者負担額の合
算が基準額まで軽減されます。基準額を超えて支払った負担額は、高額障害福祉サービス費とし
て、申請により後から支給されます。
　なお、平成 30 年（2018 年）4 月より、65 歳に到達するまで相当の期間にわたり、介護保
険相当障害福祉サービスを利用していた場合（一定の要件あり）、介護保険サービスに移行した
結果生じる利用者負担の１割も申請により後から支給されます。
　また、世帯員の変動など、負担上限月額の変更の必要がある場合は、変更届け出を提出して
いただいた翌月 1 日から変更させていただきます。ただし、申請日が月の初日の場合は、当該
月の初日からの変更となります。

※満3歳になって初めての4月 1日から3年間は、児童発達支援等の利用者負担が無償化されます。区独自で食費の実
費についても無償化の対象となります。（令和元年10月 1日より）

※入所施設利用者（20歳以上）およびグループホーム利用者は、住民税課税世帯の場合、「一般②」となります。
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　指定の医療機関で医療を受けた場合、医療費の 1 割が原則として自己負担となります。
ただし、所得等に応じて上限が決められていて、負担が重くなりすぎないようになっています。

　身体障害者の障害の程度を軽くしたり、障害を取り除いて日常生活や職業能力を高めたりするため
の医療が必要な場合に、その医療費を公費で負担します。なお、手帳に記載されている障害に限定さ
れ、かつ対象となる医療が限定されています。また、障害に対し確実な治療効果が期待できるものに
限ります。

　身体に障害があり、手術等で生活の能力を得る見込みのある児童に対し、その医療費を公費で負担
します。なお、対象となる疾病にかかっていて、確実な治療効果が期待できる児童に限ります。

　精神障害および精神障害に起因して生じた病態で通院治療が必要な場合、その医療費を公費で負
担します。なお、精神障害者保健福祉手帳をお持ちでない方も申請できます。

更生医療とは

育成医療とは

精神通院医療とは

心
し ん

身
し ん

障
し ょ う

害
が い

者
し ゃ

医
い

療
り ょ う

費
ひ

助
じ ょ

成
せ い

制
せ い

度
ど

（通
つ う

称
しょう

： 障 マル障
しょう

）

原則として東京都の区域内に住所を有する、
❶身体障害者手帳１級または 2 級（内部機能障害については 3 級まで）の方
❷愛の手帳 1 度または 2 度の方
❸精神障害者保健福祉手帳１級の方（平成 31 年（2019 年）1 月 1 日から対象）
※詳しくはお問い合わせください。

住民税課税の方 ▶ 健康保険の自己負担分の一部を助成します。
住民税非課税の方 ▶ 健康保険の自己負担分を助成します。
※ 保険診療外のものは、助成対象外です。

制度の内容

対象者

助成の範囲

心身障害者に対し、健康保険の医療費自己負担分の一部を助成します ( 東
京都の制度）。

自立支援医療や心身障害者医療費助成制度の助成を受けるには、新宿区への申請が必要です。


